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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、株式会社や合同会社のような企業の法的形態と組織のそれぞれの発展とそ
の相互作用の検討を通じて、組織が効果的に機能するような企業の法的形態とは何か、を探ることであった。研究から
は、日本の戦前期における合名・合資会社や有限会社の利用は組織の発展や経営の近代化とかかわっていること、1950
年代半ば以降組織が拡大していく際にも有限会社や株式会社の利用が見られることが明らかになった。また、アジア諸
国との比較や組織内の意思決定に関する研究もおこなわれた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research was to investigate the development of legal forms of 
business - such as business corporations or limited liability companies -, of organizations and the intera
ctions between those two kinds of development, and thus find out legal forms that allow organizations func
tion effectively. From the research, it was found that the use of partnerships, limited partnerships and J
apanese limited liabilty companies (yugen-gaisha) before World War II was related to the development of or
ganizations and the modernization of management. It was also found that after World War II organizations h
ad been expanded rapidly and those organizations utlized business corporations and Japanese LLCs as their 
legal forms. The comparative analysis with companies in other Asian countries and the analysis of intraorg
anizational decision making process were also conducted.
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１．研究開始当初の背景 
 
(1)1990 年代以降、日本においてもコーポレ
ート・ガバナンス、あるいは株式会社制度そ
のもののあり方が大きな関心を集めた。その
議論の中心にあったのは「会社は誰のもの
か」「株主にはどのような権限を与えるべき
か」といったような問題であり、その背後に
は株主(あるいはより一般的に出資者)をより
重視すべきではないかという全世界的な潮
流があったといえる。しかし、2008 年のリ
ーマン・ショック以降、このような株主を中
心とする見方には警鐘が鳴らされるように
なり、上のような問題についても再考を迫ら
れていた。 
 
(2)このような問題を考えるに際しては、そも
そも会社というものがどのような存在であ
り、株主はどのような機能を果たしているの
か、ということを考える必要がある。従来は、
このような問題を株主と経営者の問題とし
て捉えられがちであった。というのは、従業
員やその他の株主以外の利害関係者と会社
との関係は基本的には契約関係と考えられ、
会社と従業員との利害はその契約によって
調整されるがゆえに、会社や株主の機能は会
社の意思を代表する経営者と株主との関係
に還元されると考えられてきたのである。 
 
(3)しかし、実際には従業員やその他の利害関
係者は組織を構成しており、それにより事業
を行っているため、単に従業員やその他の利
害関係者を単体としてみるのではなく、そこ
で実際に事業を行っている組織に注目しな
くては、会社や株主の機能を考えることはで
きないはずである。 
 
２．研究の目的 
 
(1)以上のような背景を踏まえて、本研究は、
株式会社や合同会社、あるいは有限責任事業
組合のような企業の法的形態と具体的な事
業に関わる組織のそれぞれの発展とその間
の相互作用を検討することを通じて、組織と
の関係において会社はどのような機能を果
たしているのか、組織が効果的に機能するよ
うな企業の法的形態とは何か、といったこと
を探っていくことを目的としていた。 
 
(2)本研究では、経営組織を効果的に機能させ
ることができる会社形態とは、一方で組織が
スムースに動く場合にはそのような経営に
出資者（株主）やその関係者が経営に干渉し
ないようにしつつ、他方で経営がうまく機能
しない場合には出資者が介入できるように
する形態、すなわち組織の自律性を保護しつ
つ株主が適切に制禦できるような形態であ
ると考え、組織の変化に応じて、どのような
形態が組織の自律性と株主の制禦にどのよ
うな機能を果たすのかを明らかにしようと

していた。 
 
(3)このような目的のために、本研究ではある
国における経営や組織の発展と会社形態の
発展の過程を明らかにし、この二つの間の相
互作用を検討するとともに、このような発展
過程を複数の国々で比較し、そこから組織が
発展する中でどのように企業の法的形態が
変化していくか、そしてそのような変化のプ
ロセスのそれぞれに適切な法的形態が何か、
について検討を行った 
 
３．研究の方法 
 
(1)本研究では、まず経営組織の発展と会社形
態の発展との関係に関する理論的な研究を
行った上で、日本における経営や組織の発展
と企業の法的形態（いわゆる会社形態）の発
展、およびその関係について、計量分析と事
例分析の両面から分析を行った。具体的には、
国税庁『国税庁統計年報書』所収の会社標本
調査その他のデータから様々な企業の法的
形態の発展過程を計量的に明らかにし、また
その発展過程において組織の発展とどのよ
うな関係にあったかについて事例を元に分
析を行った。また、会社という概念やその基
礎となる法人概念の発展について、宗教法人
を例としながらその発展の過程を検討した。 
 
(2)日本以外の諸国、とりわけ韓国や中国、ベ
トナムなどのアジア諸国についても、会社の
発展に関する資料収集を行い、その発展の過
程について検討した。 
 
(3)また、組織内の意思決定過程と制度的な枠
組みとの関係についてもよりミクロ的に検
討を行った。具体的には、事故防止に注目し
ながら組織内の意思決定について検討し、ま
た組織の機能を外部からどのように評価す
るかという点について会計監査との関係か
ら検討した。さらに、日本企業の仕組みの未
来像に関する検討も行った。 
 
４．研究成果 
 
(1)まず、経済成長率と会社数の成長率を比較
してみると、戦前期から 1950 年代に至るま
で、戦時期を除いて会社数成長率は実質経済
成長率より大きいことが分かる。とりわけ、
第一次世界大戦以前は名目経済成長率より
も大きくなっている。その後、1950 年代半
ば以降 1970 年代初頭まで、会社数の成長率
は実質経済成長率を下回る。会社数の成長率
が経済成長率を上回っている場合には、多く
の人々が会社を使って起業する等、会社を使
おうとする人々が増えている局面であり、逆
に会社数成長率が経済成長率を下回ってい
るのは、個々の会社が成長を遂げている局面
であると考えられる。すなわち、日本では
1950 年代半ば頃に、会社を道具として使う



局面から会社自体が成長する局面に移行し
たと考えられる。 
 
(2)次に、個々の企業の法的形態の発展と組織
の発展との関係について、形態毎の増加率を
経済成長率と比較したものが図 1である。 
 

 
 
この図を見ると、会社形態毎の量的変動に
ついていくつかのことが分かる。すなわち、
株式会社は 1910 年代、及び第一次世界大戦
後の好景気(1917-20)において急速に増加し
たが、1920 年代半ば以降では、株式会社で
はなく合名・合資会社が増加した、この伸び
は 1930年代前半に鈍化し、1935年を境に減
少に転じる、1940 年に導入された後、有限
会社は急速に増加する第二次世界大戦後、株
式会社はいったん増加するが、すぐに有限会
社の伸び率の方が上回るようになる、といっ
た点である。 

 
 

また、会社形態の構成比率を示した図 2か
らは、上記のような傾向を確認できるととも
に、戦前期において株式会社は過半数を占め
ることがなく、合名・合資会社が比較的よく
利用されていたこと、しかし有限会社の導入
に伴い、合名・合資会社の比率が急速に減少
していくこと、戦後においては株式会社が主
要な形態であるものの、有限会社の占める比
率が一貫して横ばいあるいは増加している
こと等が分かる。 
 以上の内、まず興味を引くのは 1920 年代
半ば以降の合名・合資会社の増加と減少、そ
して有限会社の増加である。というのは、そ
れ以前の動きは景気変動で説明できるが、こ

の動きは景気変動では説明できず、また税制
などの変化によっても説明できないのであ
る。 
 この点について、有限会社の導入に着目し
て、まずなぜ有限会社が急速に普及したのか
を見てみると、まずそこには当時の中小企業
を中心とした合併・合理化運動（企業合同運
動）が影響していることが分かる。すなわち、
この時期には戦時体制の進展の中で中小企
業の生産の合理化と効率の向上が求められ
ており、その手段として合併が推進されてい
た。そのような合併の手段として商工省が推
進したのが、新しくできた有限会社という会
社形態だった。 
 また、とりわけ有限会社を導入した理由に
ついて、名古屋市商工会議所や大阪市商工会
議所等による有限会社の導入に関する当時
の調査、及び業界団体により著された合併の
手引きのような資料を見ていくと、有限会社
は零細な企業を合併させ、取締役を中心とし
てその経営を一元化し、これにより販売の合
理化、経営手法の改善、設備の統合といった
経営の合理化を、取締役を中心に推し進めて
いく手段として利用されていることが明ら
かとなる。すなわち、合名・合資会社のよう
に出資者が直接経営するのとは異なり、取締
役を中心に経営を行う体制を構築すること
により、経営の合理化を推し進めることがで
きる、というのが有限会社の意義であったと
考えられる。これを、1936-37年以降合名・
合資会社が急速に減少した事実を考え合わ
せると、この当時政府により推進されていた
産業合理化にとって、合名・合資会社は適切
な形態ではなくなってきたことが上の時期
の減少の理由なのではないかと考えること
ができる。 
 すなわち、合名・合資会社が減少し、有限
会社がその後増加した背景には、経営の合理
化が進展する中で、合名・合資会社という形
態がそのような状況に適合しなくなり、一方
で有限会社はそのような状況に適合してい
たためと考えられる。 
 
(3)韓国や中国、ベトナムとの比較研究につい
ては、まず韓国については『朝鮮総督府統計
年報』他の植民地期の資料の収集と整理を行
った。植民地期の会社数については、1920
年代半ばから 30 年代半ばにかけて日本では
合名・合資会社が増加するが、韓国ではその
ような傾向はあまり見られないといった違
いは見出されている。また、大韓民国成立以
降についてはまだ情報収集の段階である。ま
た、ベトナム・中国についても資料収集段階
にとどまっている。 
 
(4)その他の研究については、まず明治期以降
の法人概念の導入と発展については、宗教法
人の設立規制や宗教法人と国家との関係を
検討しながら、法人概念の導入において、あ
くまで法人は国家の被造物であり、国家のコ
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ントロールの下にあると考えられてきたこ
とを見出した。また組織内の意思決定過程と
制度的な枠組みとの関係については、日本企
業においては重大事故の予防を目的として
組織の事故防止のあり方が変化してきたが、
韓国では事故の防止よりも発生した事故へ
の迅速な反応を重視している等の結果が見
出されている。 
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